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木下 誠也

平成２６年５月２９日

職種別□□□数の推移職種別就業者数の推移

国土交通省 報道発表資料 「建設産業の再生と発展のための方策2012」（資料編）（その１）（平成24年7月10日）より
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建設機械保有台数の推移

国土交通省 報道発表資料 「建設産業の再生と発展のための方策2011」（資料編）（その１）（平成23年6月23日）より
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建設産業劣化の要因と改革の道筋

低入札による受注

技術力の評価が不十分

わが国独特の要因

交渉 対話が 在
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交渉・対話が不在

公共事業執行システムの改革

公共工事品質確保法の改正など

低入札が発生する要因

１．
２．

３．

１．競争者の存在を不可能にしようとする。
２．変更増による利益の確保または将来の

継続的受注を可能にする。
３．

１．競争者の存在を不可能にしようとする。
２．変更増による利益の確保または将来の

継続的受注を可能にする。
３．従業員や機械を遊ばせるよりは受注に

より雇用を確保する。
来 有

官が価格の上限を決める構造

４．４．４．将来の受注を有利にするために受注実
績を確保する。

下流から価格を
決められない構造
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予定価格制度

日 本 フランス イタリア

入札方式

売買

一般競争入札と随意契約

指名競争入札あり

同じ扱い

入札契約制度の各国比較（明治会計法制定当時）

（1889） （1884）（1862）

1882通達 交渉方式

売買

物品､サービ
ス､工事等

予定価格

落札基準

同じ扱い

同じ扱い

1865公共事業法

定める場合あり必ず定める

最低価格
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日 本 フランス イタリア

入札方式

売買

入札契約制度の各国比較（現在）

別の扱い

一般競争
指名競争
随意契約

一般又は制限
の提案募集
交渉ほか

一般競争
制限競争
交渉ほか

同じ扱い

（1961） （2006） （2006）

売買

物品､サービ
ス､工事等

予定価格

落札基準

同じ扱い

な し必ず定める

最低価格

調達物に応じて多様な方式

最低価格又は最も経済的に有利

(例外的に総合評価)
別に2005公共工事品確法
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アメリカ 韓 国 台 湾

入札方式

売買

入札契約制度の各国比較（現在）

別の扱い

封印入札

競争的ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ

交渉方式
ほか

公開競争

制限付競争
指名式競争
交渉契約

公開入札
選択入札
限定入札

(交渉規定あり)

売買

物品､サービ
ス､工事等

予定価格

落札基準

な し 原則として定め上限とする

政府に
最も有利

調達物に応じて多様な方式

最低価格又は最も経済的に有利

8

各国の最低賃金制度

フランス
○ 全国または地域レベルの産業部門別労働協約
○ 各企業または事業所単位で締結される労働協約
○ 全国共通の法定最低賃金で建設産業の現場労働者は
４つのレベルに区分

アメリカ
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アメリカ
○ 連邦法により連邦工事及び補助工事で賃金等を規定
○ ユニオンが使用者と労働協約を締結し、職種別・熟
練度別に賃金を決定

イギリス
○ 労使が産業規模の交渉での合意に基づく労働協約に
よって、熟練度別に職種を例示して賃金等を規定

全建総連第43期建設政策検討委員会資料を参考に作成

ＥＵ公共調達指令における交渉方式の拡大

1971 EC公共調達指令

2004 EＵ公共調達指令

競争的対話方式

交渉方式
negotiated procedure
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2014 EＵ公共調達指令

競争的対話方式
competitive dialogue 
procedure

交渉付き競争方式
competitive procedure 
with negotiation

1. Standardized European Single Procurement
document

2. Mandatory use of electronic communication
3. More possibilities for negotiation
4. Facilitating access for small and medium 

NEW EU-DIRECTIVES ON PUBLIC PROCUREMENT
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g
sized enterprises (SMEs)

5. Innovation partnership
6. Blacklisting of companies
7. Strategic use of public procurement
8. Introduction of a simplified regime

Source: http://www.lexgo.be/en/papers/2014/02/New%20EU-Directives%20on%20Public%20Procurement,84388.html 12
Source: 2011-2012 NASPO Survey of State Procurement Practices
http://www.naspo.org/Survey/Documents/Zip/FINAL-SummaryReport2011-12Survey_Updates_7-23-13.pdf
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Source: 2011-2012 NASPO Survey of State Procurement Practices
http://www.naspo.org/Survey/Documents/Zip/FINAL-SummaryReport2011-12Survey_Updates_7-23-13.pdf

土木学会 公共事業改革プロジェクト小委員会
（2010-2011)

委員長 木下 誠也（愛媛大学）
副委員長 小澤 一雅（東京大学）

Ⅰ 事業マネジメント手法の確立

Ⅱ 公共事業調達法の提案
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公共事業調達法案の特徴

土木学会 公共事業改革プロジェクト小委員会報告書（2011.8）

１ 建設コンサルタント、測量業、地質調査業等、建設業
等の健全な発達を目的の一部に！

２ 国、特殊法人等及び地方公共団体を対象に！

３ 交渉方式 競争的対話方式を規定３ 交渉方式、競争的対話方式を規定

４ 建設コンサルタント業務は原則として交渉方式

５ 落札基準は総合評価を原則

６ 異常な入札価格の取扱いは、
① 価格審査方式 と
② 上限と下限の設定 のどちらかを選択
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土木学会 建設マネジメント委員会

公共事業改革プロジェクト小委員会（2010-2011)

2011年8月 マネジメント手法確立と公共事業調達法の提案

公共事業執行システム研究小委員会（2012.8- )

1. 落札価格の制限（上限および下限）、中小・地元業者対策
2. 建設コンサルタント業務, デザインビルド等の発注方式
3. 発注者の役割（積算, 監督・検査, 支払い方式等）の見直し

とマネジメント手法
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法改正に向けた国会の動き

参議院超党派「 公共調達適正化研究会」

自民党「公共工事契約適正化委員会」

2010年12月～2011年10月

2013年1月～
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第7回開催、2014年通常国会に品確法改正案
提出の方針（入契適正化法、建設業法も改正
の方向）

2013年９月

第9回開催、公共工事品質確保促進法改正案2014年 2月

公共工事品質確保促進改正案が参議院
全会一致で可決

2014年4月4日

国土交通省スケジュールイメージ
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出典： 第１回 発注者責任を果たすための今後の建設生産･管理システムのあり方に関する懇談会（国土交通省）配布資料
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参議院議員佐藤信秋HP(http://www.sato-nobuaki.jp/report/2014/20140404-001.pdf)法案概要より作成




